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要 旨 

大地震時のマンホールの浮上りは，埋戻し土の液状化に伴う過剰間隙水圧の上昇によ

りマンホール底面に作用する上向きの力が，マンホールの自重，側面に作用する摩擦力

および下水管接続部の抵抗力の合力を上回ったとき生じる。ただし，いったん浮上がっ

た後沈まないためには，マンホール直下に埋戻し土が回り込まなければならない。した

がって，浮上過程が非排水条件だと仮定すれば，マンホール直下に回り込んだ土の体積

分，すなわち浮上したマンホール本体の体積分の沈下が埋戻し領域に発生すると考えて

よい。ただし，間隙水圧消散に伴う埋戻し土自体の圧縮による沈下は相対的に無視しう

るほど小さい（εv～5%）とする。 
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1. はじめに 

 

大地震時にマンホールの浮上がりが生じた事例は

数多く報告されている（Fig. 1）例えば 1-6)。特に近

年，住宅地の郊外への広がりと共に，マンホールの

浮上がりだけでなく，マンホールに接続された埋設

管の浮上がり被害も増加している。例えば，2004年
新潟県中越地震では，長岡市，小千谷市などで1,400
箇所以上のマンホールの浮上がりが発生し，緊急車

両の通行が阻害されるなど，市民生活に大きな影響

を与えた。被害の重大性に鑑み，国土交通省では，

2006年に「下水道地震対策緊急整備事業」を創設し，

「下水道地震対策計画」の策定により段階的な目標

を定め下水道施設の耐震化を図ることとしている。

特に，マンホールの浮上およびマンホールと本管の

接続部の耐震化は「下水道地震対策緊急整備計画」

として緊急の目標として位置付けられている7)。 
これまでの調査研究により，マンホールや埋設管

の浮上がりの主要因が，それらを設置した後に用い

た埋戻し土の液状化であるとの一致した見解が得ら

れている8, 9)。また浮上がりが多く見受けられるのは，

周辺地盤が粘性土の卓越する軟弱地盤で，かつ地下

水位が浅い地点である。このような地点では，埋戻

し土として粘性土よりも扱いの容易な山砂などの砂

質系の土が用いられることが多く液状化の発生条件

が整っている。 
これまで地中埋設構造物の浮上がり被害に関して

は多くの実験的，あるいは数値解析的研究がなされ

てきた例えば，6, 9)。規矩ら10)は，マンホールの浮上

がりには，液状化土の鉛直方向の移動が大きく寄与

していると考え，土の水平移動を抑制する75 Pmのメ

ッシュで作成した枠をマンホールの周辺に設けた場

合と，何も設けない場合について，同時加振による

比較実験を行った。この実験はマンホール周辺の掘

削領域をメッシュで区切ることにより模擬したもの

であるといえる。実験の結果，マンホール周辺にメ

ッシュを設置した場合の浮上量が大きくなる場合が

あること，また入力加速度レベルとともに浮上量も

大きくなることを示した。 
マンホールの浮上防止対策についても，埋戻し土
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の締固め，固化改良，砕石による埋戻し，間隙水圧

をマンホール内に逃がす方法などが考案されており

例えば，11-13)，すでに実用化されているものもある。

しかし，既存のマンホールに対する浮上防止対策に

ついては，有効かつ経済的な方法がいまだ模索され

ている。 
本田ら14)は消防士に対するアンケート調査から，

緊急活動に支障をきたすマンホールの鉛直変位量は，

狭い道路で13cm，広い道路で23cm程度との回答を得

ている。このようなデータに基づき，浮上量を性能

目標としてマンホールを設置する場合には，最大浮

上量を適切に評価する必要がある。小関ら9)は，地中

埋設構造物の浮上に関して安全率による評価法を提

案した。その手法は現在広く用いられているが，そ

の方法では，浮上するかどうかは推定できるものの，

浮上量を定量的に予測することはできない。 
そこで本研究では，地震時のマンホール浮上量の

定量的推定法を提案する。これにあたり，地震前の

地盤高さを基準に，マンホールが浮上した体積と埋

戻し土の沈下体積とが等体積であるという条件下で

力のつりあい式を解く事により，マンホールの最大

浮上量と埋戻し土の最大沈下量の推定式を導出する。

さらに，その適用性を確認するため遠心模型実験結

果との比較考察を行う。 
 

 
Fig. 1 Observed uplifted manhole after 2003 Tokachi-oki, 
Japan, earthquake. 

 
2.  マンホールの最大浮上量の推定式 

 大地震時にマンホールが浮上する第一義的な要因

は，埋戻し土の液状化である。液状化による過剰間

隙水圧の上昇によりマンホール底面に作用する上向

きの力が，マンホールの自重，側面に作用する摩擦

力および下水管接続部の抵抗力の合力を上回ったと

き，浮上がりが生じる。ただし， いったん浮上がっ

た後沈まないためには，マンホール直下に埋戻し土

が回り込まなければならない。したがって，浮上過

程が非排水条件だと仮定すれば，マンホール直下に

回り込んだ土の体積分，すなわち浮上したマンホー

ル本体の体積分の沈下が埋戻し領域に発生すると考 

 

 
Fig. 2 Simplified illustration of a manhole and excavated 
area. 
 
えてよい。ここでは，上で述べた力のつりあい式を， 
マンホールの浮上体積と埋戻し土の沈下体積が等し

いという条件の下で解くことにより，マンホールの

最大浮上量と埋戻し土の最大沈下量の推定式を導出

する。これにあたり仮定する事柄は以下の通りであ

る。 
①浮上過程は非排水（体積不変）とする。 
②周辺地盤は一様に沈下する。 
③マンホールは傾斜することなく鉛直にのみ移動す

る。 
④地下水面以浅の非液状化層厚は不変とする。 
⑤簡略化のためマンホールに接続する埋設管は無視

する。 
 

2.1 最大浮上量推定式の定式化 
 最大浮上量の推定式を導出するに当たり，Fig. 2に
示すように，1辺の長さがaの正方形の掘削範囲の中

に，鉛直長さhのマンホールを考える。ここで，掘削

深さはマンホールの長さhよりも大きいとする。マン

ホールの直径はcで，単純化のため上下面を閉じた中

空円柱とする。また，地表面からの地下水位深さをd
とする。 
 先に述べたように，マンホールの浮上体積とその

直下に回り込んだ土の体積とを等値すれば， 

2 2
2

2 2
c cf a sS S

­ ½° °§ · § ·'  � '® ¾¨ ¸ ¨ ¸
© ¹ © ¹° °¯ ¿

 (1) 

を得る。ここで，マンホールの浮上変位量を'f，埋

戻し土の沈下変位量を'sとする。式(1)を'fについて

整理すれば， 
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 次に，浮上がりが発生する瞬間のマンホール底面

での力のつりあいを考えると，Fig. 2に示すように，

マンホールの自重による力Fdとマンホール周面に作

用する摩擦力Fsとが，浮上力Fuとつりあっているの

で， 

                 d s uF F F�          (3) 
ここで，式(3)の左辺をFig. 2に示すパラメータで書き

直すと， 
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ここで，Jmはマンホールの単位体積重量，Jwは水の

単位体積重量である。また，地下水位以浅について

のみ側面摩擦力が生じるものと仮定すれば，Fsは， 

 2 ' tan ' tan
2

s v v
cF dK cdKS V G S V G   (5) 

となる。ただし，Kは側方土圧係数，Vv′は鉛直有効

応力，Gはマンホール側面と土の摩擦角である。 
 また，液状化による過剰間隙水圧uによりマンホー

ル底面に作用する鉛直上向きの力は， 
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ここで，Jtは地下水位以浅の非液状化土層の単位体積

重量，J′は液状化土層の水中単位体積重量（J′ = Jsat

－Jw），βは過剰間隙水圧比である。ここで，式(4)
と式(6)を式(3)に代入し，'sについて解くと， 
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を得る。さらに，式(7)を式(2)に代入し，'fについて

解くとマンホールの最大浮上量推定式として， 
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 (8) 
を得る。また，式(8)を式(7)に代入し整理すると，埋

戻し土の最大沈下量推定式として次式を得る。 
 

 
 
 

Table 1  Parameters for soils 

 
 

Table 2  Parameters for manholes (Prototype scale) 

 

 
Fig. 3 Normalized uplift amount, 'f/h, versus normalized 
ground water depth, d/h: (a) No frictional force at the 
side of a manhole is assumed; (b) Frictional force is 
assumed. 
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 上で導出したマンホールの最大浮上がり量の推定

式（式(8)）について，以下のように単純化した場合

について考察する。すなわち， 
① 埋戻し土は完全に液状化する（β=1.0） 
② 地下水面が地表面に一致（d = 0） 
③ マンホール直径に比べ掘削範囲が十分広い（c / 

2a→0） 
以上を仮定すれば，式(8)は次のようになる。 

1 m

sat
f hJ

J
§ ·

'  �¨ ¸
© ¹

 (10) 

この場合，最大浮上がり量はマンホールと液状化土

の単位体積重量の比の関数であることがわかる。 
 

2.2 地下水位，非液状化土層の単位体積重量，

摩擦の有無と最大浮上量の関係 
 ここでは，2.1節で仮定した①から③の内，①と③

のみを仮定する。すると式(8)より最大浮上量は次式

で表される。 

221 1m t s

sat sat sat

Ff h d
c

J EJ
J J SJ
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 Fig. 3(a)は，式(11)においてFs=0の場合について，

横軸に非液状化土層の層厚d，縦軸に最大浮上量Δf
をマンホールの長さhで正規化してプロットしたも

のである。同図中には，非液状化土層の単位体積重

量Jtを変化させた場合についても比較する。Fig. 3を
描画するに当たり用いた地盤の諸元をTable 1に，マ

ンホールの諸元をTable 2に示す。ただし，これらの

値は，後で述べる遠心模型実験で用いた模型のプロ

トタイプ換算値である。Fig. 3(a)より，地下水位が深

いほど，  
すなわちdが大きいほど，また非液状化層の単位体積

重量が小さいほど，浮上がり量が小さくなることが

 
Fig. 4 Ratio of trench width to diameter of a manhole versus normalized uplift (a), settlement (b) and total displacement (c). 
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Fig. 6 Safety factor against liquefaction and normalized uplift (a), settlement (b) and total displacement (c). 
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Fig. 5 Factor of safety for liquefaction (FL) versus excess 
pore water pressure ratio (E)11) 
 
わかる。このことはマンホール底面深さでの初期有

効上載圧が小さいほど浮上がり量が小さくなること

を示している。  
 次にFig. 3(b)は，非液状化土層におけるコンクリー

トと土の摩擦角を10qとし，式(5)により側面摩擦を考

慮した場合の浮上量を示したものである。同図より，

地下水面が深いほど側面摩擦力が大きくなるので沈

下量が減少することがわかる。例えば，今回用いた

パラメータで計算すると，d/h = 0.5 のとき，摩擦が

ない場合（Fig. 3(a)）と比較した浮上がり量の低減率

は約30%程度である。 
 

2.3 掘削幅と最大浮上量の関係 
 次に，掘削幅aが，最大浮上量，最大沈下量および

それらの和である鉛直変位量に与える影響について

考察する。ただし，Fig. 3(b)と同様，非液状化層での

摩擦力の影響を考慮する。また，先と同様に地下水

位に対する浮上量に着目すると，掘削幅とマンホー

ルの直径との比a/cをパラメータとしてFig. 4に示す

曲線群が得られる。同図(a)より，正規化された非液

状化層厚d/hに対して，掘削幅直径比a/cが大きいほど

最大浮上量Δfは大きくなるが，同比が5から20にか

けて浮上量が収束していることがみてとれる。一方，

埋戻し土の沈下量については，逆の傾向となり，掘

削幅直径比が大きいほど沈下量は小さくなっている。

しかし，同図(c)より，鉛直変位量は，掘削幅直径比

によらず，地下水位深さのみの関数となることがわ

かる。これは式(8)および(9)より明らかであるが，浮

上体積と沈下体積を等値しているため，掘削幅が大

きくなるほど，地表面沈下量が浮上量に及ぼす影響

が相対的に小さくなることに起因している。  
 

2.4 埋戻し土の液状化安全率と最大浮上量の関

係 

 液状化安全率（FL）は，液状化判定に際して広く

用いられているものであり，ここでは埋戻し土を対

象にこれを用いる。液状化安全率と過剰間隙水圧比

の関係としては， 

7
L L

L

F   (F 1)
1  (F 1)

E
E

�­  t
®

 �¯
 (12) 

 
が提案されている11)。この関係を図示するとFig. 5の
ようになる。そこで，FLをパラメータとし，式(12)
より過剰間隙水圧比を求め，式(8)と式(9)によりマン

ホールの浮上量等を推定することができる。Fig. 6(a
－c)に示すようにFLが1.0以上では，浮上がり量，沈

下量，鉛直変位量が減少する傾向にあることがわか

る。また地下水面が地表面に近いほど，すなわちd
が小さいほど，FLの増加に対して浮上量等の減少す

る割合が急速に大きくなることがわかる。これは，

本モデルにおけるマンホール側面の摩擦力が，非液

状化層との間のみに設定されており，液状化層との

間には考慮されていないためであると思われる。 
 
3.  遠心模型実験による推定式の検証 

 
 上で述べたマンホールの最大浮上量等の推定式の

検証は，本来実被害データを以て行うことが望まし

いが，ここではまず第一段階として，ある程度理想

化された条件下で行った遠心模型実験結果に適用す

るものとする。実験に用いたマンホール模型には，

浮上対策がないものと浮上対策を施したものの二つ

を使用した。これらの設置状況を，Fig. 7とFig. 8に示

す。実験では，ひとつの土槽内に二つのマンホール

模型を設置し，同時加振により浮上対策の効果の検

討を行った。しかし，ここでは対策の詳細とその効

果については割愛し，無対策の結果のみを用いて提

案手法の検証を行う。以下，特に断らない限り数値

はプロトタイプスケールとする。 
 
3.1 実験概要 
 実験は，模型縮尺を1/20とし20 gの遠心場において

実施した。模型として，450 × 150 × 300 (L×D×

H) mm（模型スケール）の剛土槽内に，Fig. 7および

Fig. 8に示すように地盤とマンホール（Fig. 9）を設置

した。作成した地盤及びマンホール模型の諸元は

Table 1とTable 2に示す通りである。なお，地盤は7
号硅砂に粘性を水の20倍に調整した粘性流体を混ぜ，

締固めながら密詰め地盤（原地盤：相対密度約85%）

を作成した。次に2.0 × 2.0 × 3.2 mの範囲を掘削

し，層厚約1 cm（モデルスケール）の採石（粒径約8 
mm：モデルスケール）を敷き，その上にマンホール

模型を設置した。その後，掘削範囲の埋戻しとして，
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水中落下法により緩詰め地盤（相対密度約36%）を

作成した。同じ砂を用いて別途実施した定水位透水

試験より，粘性が20 cStの場合の透水係数は，相対密

度約70％で2.6u10-4 (cm/s)，約30%で3.9u10-4 (cm/s)
であった。両者の透水係数に有意な差が見られるこ

とから，埋戻し土内で発生した過剰間隙水圧の原地

盤内への消散は，少なくとも加振中については，最

小限に抑えられるものと考えられる。 
 使用したセンサーについて，無対策のマンホール

模型（Fig. 7左側のマンホール）のみ示すと，加速度

計は土槽底面（A0），マンホールの上下端（A1, A2），
埋戻し領域地表面（A3），原地盤表面（A4）に計4
台設置した。変位計はマンホールの浮上変位計測用

に1台（D1）設置した。水圧計は，埋戻し土内（P1）
とマンホール底面（P2）の計2台設置した。 
 振動台の加振制御は，遠心アーム上に設置したノ

ートパソコンに無線LANを介してリモートデスクト

ップ接続(Microsoft)することにより行った。そのため

加振波に加わるスリップリング等によるノイズの影

響は低減される。また，計測および記録はアーム上

のデータロガーに無線USBハブを介して接続するこ

とにより行った。 
 実験は，Table 3に示すとおり合計7ケース実施した。

すべての実験ケースにおいて，入力波はFig. 10(e)に
示すように波形の前後にテーパーをかけた正弦波

（600 gal相当，1.25 Hz）を用いた。本提案手法の検

証として，浮上量の最大値を求める必要があるため，

入力地震動としてはやや大きめの振幅値と継続時間

（約25秒）とした。 
 

Table 3 Test cases and conditions 

 
 

 
Fig. 7 Centrifuge model setup( units in m) 

 
Fig. 8 After placing manholes 

 

 
Fig. 9 Model manhole made of an aluminum cylinder. 
 
3.2 実験結果 
 加振後のマンホールの浮上の様子（Fig. 11）から

埋戻し土の沈下を観察することができる。Table 3に
は，浮上量，沈下量，それらの和である鉛直変位量，

地下水位深さ，および実験中に意図せずマンホール

内に浸入した水の浸水深を示す。マンホール内への

浸水は，水圧計を取付けた際の防水不良が原因であ

る。ケース5と7以外では，マンホール内に水深約0.5 
mの浸水があった。ただしケース1については未確認

である。Table 3より，浸水深が大きい場合には，浮

上がり量がやや抑制される傾向にあることがわかる。 
 Fig. 10にケース5の実験結果を示す。まず加速度に

ついて見ると，原地盤表面における振幅（A4）が入
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力と比較して約2倍増幅していることがわかる。一方，

埋戻し土表面（A3）では液状化により約7秒以降で振

幅が減衰していることがわかる。一方，マンホール

天端（A1）と底部（A2）の加速度振幅に着目すると，

7秒以降も振幅の減衰は見られず，一見すると周辺地

盤の液状化の影響が時刻歴に現れていないように見

える。しかし，特に天端の加速度記録（A1）には，

スパイク状の波形が記録されていることから，液状

化地盤内をマンホールが動くことで液状化した埋戻

し土が体積膨脹と収縮を繰り返している（サイクリ

ックモビリティー）ことがわかる。 
 次に過剰間隙水圧についてみると，埋戻し土内の

水圧計（Fig. 10(c)：P1）の記録から埋戻し土が液状

化していることがわかる。一方，マンホール底部の

水圧（Fig. 10(d)：P2）は，加振前の初期有効上載圧

の約3分の2程度の上昇に留まっている。このことよ

り，浮上がりに伴いマンホール底部には負圧が発生

していることが示唆される。Fig. 10(d)から読み取る

ことのできる負圧発生の継続時間は約10秒間である

が，この間継続してマンホール直下に埋戻し土が回

り込んでいるものと思われる。いったん回り込んだ

土が液状化状態にあるのかどうかは不明であるが，

加振終了後マンホールが沈下しないことから，回り

込んだ土は非液状化状態にあったものと考えられる。

このことから，負圧が回復できる程度にマンホール

の上昇速度が小さければ，回り込む土が少なくなる

ため浮上量は小さくなるものと推察される。Fig. 
10(d)には，過剰間隙水圧の時刻歴と共に，加振中の

浮上量で補正した有効拘束圧（約20秒まで）と，加

振後の浮上量残留値による有効拘束圧（約20秒以降）

を示す。これによると約20秒で過剰間隙水圧が加振

後の有効上載圧にほぼ等しくなっていることから，

加振継続中ではあるが，この時点で浮上がりが停止

したものと思われる。 
 浮上量の残留値に差異はあるものの，上で述べた

傾向は，7つの実験ケースすべてにおいて共通して見

受けられた。 
 
3.3 推定式の検証 
 遠心模型実験はd/hが0.0の場合（ケース1）と0.33
の場合（ケース2から7）について行った。先と同様，

表－1と表－2に示すパラメータを式(8)と式(9)に代

入し，d/h = 0.0と0.33に対しプロットした図がFig. 12
である。ただし，地下水位面より上方については，

マンホール側面と土との間に摩擦を考慮している。

今回比較するのは，浮上がり対策のない場合なので，

過剰間隙水圧比は1.0とする。同図より，実験で得ら

れた浮上量と沈下量は，両者共に提案法で規定され

る最大値の範囲内に収まっていることがわかる。た

だし，ここでは浮上を正に，沈下を負にとっている。 
 図示するにあたりマンホールに取付けたセンサー

の重量は考慮しているが，マンホール内への浸水に

よる重量増加は考慮していない。浸水の影響として，

0.5 mの浸水を考慮すれば，浮上量の予測曲線は，Fig. 
12に点線で示すものとなる。これによると，浸水し

た水の影響によりマンホール長さに対しわずか約

Fig. 10 Results of centrifuge model tests: Case 5. 
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2%程度浮上量が小さくなるにすぎないことがわか

る。したがって，実験において浮上量が小さくなっ

た原因は，マンホール内への浸水だけでは説明する

ことはできない。そこで，Fig. 13に示すように，入

力加速度振幅最大値と浮上量の関係について見ると，

加速度振幅の範囲は約1 m/s2であるが，浮上量には約

25倍の差が生じている。用いた実験装置の制約によ

り入力振幅の精度を上げることは困難であったが，

この点については今後検討を要する。一方，埋戻し

土の沈下量については，入力加速度振幅の影響は顕

著に見られなかった。 
 地下水位が地表面に一致するd/h = 0.0のケース1に
ついては，提案式による予測範囲内には収まっては

いるが，浮上量が予測値を大幅に下回っている。こ

れは，実験ケース1では，地下水面が地表面に一致し

ているため，埋戻し土が非排水条件になっておらず，

間隙水圧が地表面で急速に消散する結果，浮上がり

量が小さくなったものと考えられる。そこで，液状

化安全率としてFL=1.3の場合に予測される曲線をFig. 
14に点線で示すと，d/h = 0.0の場合の実験値付近を通

る曲線となる。ただし，ここでのFLの値は実験値（d/h 
= 0.0における浮上，沈下量）に合うものとして設定

したが，例えば過剰間隙水圧の消散を狙った対策工

など7)のように，その有効性をFL値あるいは過剰間

隙水圧比に換算できる場合には，本手法を活用する

ことができる。 
 地震時のマンホールの浮上がり量は，原地盤と埋

戻し土の土質特性や振動特性だけでなく，地震動の

振幅，振動継続時間，振動数特性などにより大きく

変動するものと推察される。本研究で提案する簡易

法は，加振継続時間が十分に長い場合について，マ

ンホール浮上時の力の釣り合い式を解いて得られる

ものであり，急激な浮上がりにより上向きの慣性力

が働き，勢いよくマンホールが飛び出す場合や，浮

上後の沈下については考慮していない。 

 
Fig. 11Uplifted manhole (Case 5) 

 

 
Fig. 12 Predicted and measured normalized manhole 
uplift displacements and backfill soil settlement versus 
normalized ground water depth. 
 

 
Fig. 13 Maximum Input acceleration vs. 
uplift

 

Fig. 14 Measured and predicted maximum uplift and 
settlement. Dotted curve indicates the case of FL=1.3. 
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4. まとめ 

 

マンホールの浮上がり現象は，大地震後に見られ

る被害としては比較的小規模であるが，地震直後の

復旧活動，さらには，その後の市民生活に与える影

響は大きい。近年の調査研究により，その発生メカ

ニズムは解明されつつあり，その主な原因が埋戻し

に用いた砂質土の液状化であることがわかってきた。

本研究では，これまでに明らかになった浮上がりの

発生メカニズムを基に，地震前の地盤高さを基準に，

マンホールの浮上体積と埋戻し土の沈下体積とが等

体積であるという条件下で力のつりあい式を解く事

により，マンホールの最大浮上量と埋戻し土の最大

沈下量の簡易推定式を導出した。これにより，埋戻

し土の単位体積重量，地下水位，掘削幅の影響等を

定量的に考察することができることを示した。また，

埋戻し土の液状化安全率と過剰間隙水圧比との関係

を用い，液状化安全率に対する最大浮上量を推定す

ることができることを示した。今後，浮上がり対策

工の有効性などを検討するに当たり，その有効性を

FL値に換算できる場合には，本提案手法を活用する

ことができる。 
 また，本手法の適用性を検証するに当たり，遠

心模型実験結果との比較を行った。実験には20分の1
の模型を用い20 gの遠心場で行った。実物を模擬す

るため，まず密詰め砂質地盤を作成したあと，マン

ホールの直径の約2倍の範囲を，ほぼマンホール長に

等しい深さまで掘削し，底面に砕石を敷いた上にマ

ンホール模型を設置した。その後水中落下法により，

緩い埋戻し地盤を作成した。実験で得られた浮上量

と沈下量はばらつきはあるものの，すべての実験ケ

ースで提案手法で得られる最大値以内に収まってい

ることが確認された。実験結果のばらつきの原因の

ひとつとして，浮上量と入力加速度の関係が挙げら

れる。実験で入力した加速度振幅の最大値は約6から

7m/s2の範囲でばらついているが，この値と浮上量と

の間には正の相関が見受けられる。このことは浮上

量が入力加速度振幅の最大値に大きく依存すること

を示している。 
 地震時のマンホールの浮上量は，原地盤と埋戻

し土の土質特性や振動特性だけでなく，地震動の振

幅，振動継続時間，振動数特性などにより大きく変

動するものと推察される。本研究で提案する手法は，

加振継続時間が十分長い場合について，マンホール

浮上時の力の釣り合い式を解いて得られるものであ

り，急激な浮上がりにより上向きの慣性力が働き，

勢いよくマンホールが飛び出す場合や，浮上後の沈

下については考慮していない。本提案手法を実務に

適用するに当たってはこのような限界について認識

しておく必要がある。 
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Synopsis 

     Uplifting of sewage manholes is one of the typical and striking damage pattern observed in the area 
being hit by large earthquakes. A simplified method to estimate the maximum uplift displacement of a 
manhole and settlements of backfill soil under liquefaction is derived based on the mechanism of uplift of a 
manhole under undrained condition of backfill soil. The method is capable of evaluating effectiveness of 
countermeasures against uplift by considering excess pore water pressure ratio and/or unit weight of backfill 
soil. In the present study, the applicability for the case without countermeasures is investigated through 
comparison with experimental results. Results show that measured uplift displacements and settlements are 
within the range predicted by the proposed method. 
 
Keywords: Liquefaction, Manhole, Uplift, Centrifuge modeling, Earthquake 
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